
第12章

マレーシアの自動車産業
―国民車メーカーを中心として―

穴 沢　眞

はじめに

　本章の目的はマレーシアの自動車産業の事例を通じて，関税の引下げなど

の国境措置の解除がなぜ遅れるのか，そして，その背景にある問題はいかな

るものであるかを検討することにある。

　マレーシアの自動車産業は ASEAN内でもユニークな存在である。それは

同産業が国民車を中心に動いているからである。マレーシアにおいてはブミ

プトラ（マレー人）優遇政策⑴を反映し，国民車メーカーや一部の地場部品

メーカーが保護されてきた。しかし，これらの企業も ASEAN自由貿易地域

（AFTA）や日本との自由貿易協定（FTA）のもとでの貿易自由化という環境

の変化にともない，自らの変革を求められている。

　マレーシアでも自動車産業は典型的な輸入代替産業として形成された。輸

入代替を目的として生まれた産業は関税等の保護があるため，これにともな

う非効率性が指摘されている。そのため，輸出産業化や貿易自由化のなかで

の存続は規模の経済性の追求や生産効率の向上などの競争力強化を必要とする。

　一方，国民車メーカー設立の経緯からしてただちに自由競争に任せること

も実際には困難であった。政府は国民車メーカーのために意図的にレントを



296

作り出し（Jomo et al.［2003: 131］），それによって国民車メーカーと地場部品

メーカー，特にブミプトラ・ベンダー（協力企業）の育成を企図してきた。

これまで追求されてきた国民車メーカーと地場部品メーカーの育成は世界や

ASEANでの潮流となっている貿易自由化から隔離される形で進められてき

た。

　国民車の存在は貿易の自由化とならび，外資への対応でもマレーシアの自

動車産業に影響を与えている。多国籍企業は ASEAN域内ではタイとインド

ネシア，特に前者に生産拠点を集約しつつあり，これが貿易自由化と相まっ

て生産の集中，産業集積が進みつつある。規模の経済が強く働く自動車産業

において，このことはマレーシアの相対的な競争力の低下を意味する。

　以下，第 1節では第一国民車メーカーであるプロトン（Proton）社の設立

の経緯と初期の状況について考察する。そのなかで，同社はブミプトラ主

導による自動車産業の発展という使命を負っていたことを明らかにする。ま

た，中長期工業マスタープラン（正式名称はMedium and Long Term Industrial 

Master Plan Malaysia 1986-1995，以下 IMPとする）のもとでの自動車産業の変

化について検討を加え，第 2節では第 2次工業マスタープラン（1996-2005）

（以下 IMP2とする）のもとでの動向について見てゆく。第 3節では AFTAや

FTAへのマレーシアの対応を見，第 4節では部品を含むマレーシア自動車

産業の競争力について分析を行う。第 5節はまとめと展望である。

　なお，現在，マレーシアでは国民車メーカーは 5社あるが，本章では第一

国民車メーカーであるプロトン社を中心に議論を進める。

第 1節　プロトン社の誕生と IMP

1 ．プロトン社の設立

　プロトン社の設立はブミプトラの自動車産業への進出と密接にかかわって
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いた。多人種国家であるマレーシアでは政治的に優位にあるブミプトラが経

済面では華人系住民に遅れをとっていた。そのため1971年に始まる新経済政

策では商工業部門へのブミプトラの参入を促進する施策がとられた。これら

が後述する国家主導による重工業化とブミプトラの参入促進の背景となって

いた。

　一方で，1980年代に入り，マレーシア政府は工業基盤の強化を目的とし

て第 2次輸入代替，すなわち，重工業部門での輸入代替を開始した。ただ

し，これはブミプトラの参入促進と民間企業の未発達という理由で，政府の

強力な介入により行われたのである。具体的には，1980年に重工業化を促進

する目的でマレーシア重工業公社（Heavy Industry Corporation of Malaysia，以

下 HICOMとする）が設立され，同社はセメント，鉄鋼，自動車，オートバ

イ産業において日本企業との合弁企業を立ち上げた。日本企業が優先された

理由のひとつとして，1981年に就任したマハティール前首相が提唱したルッ

ク・イースト政策⑵の影響があったと思われる。

　第 2次輸入代替工業化のなかで最も注目されたものが国民車プロジェクト

であった。当時（1980年代前半），ASEANカー・プロジェクトが ASEAN各

国の思惑の違いもあり進行しないなか，各国がそれぞれ自動車の輸入代替を

進めていた。いわば各国は独自の政策を貫く一国主義の時代であった。マレ

ーシアも他の ASEAN諸国同様，独自の産業政策を進めることとなった。

　ここで，プロトン社設立以前のマレーシアの自動車産業について簡単に振

り返ることとする。マレーシアの自動車産業は1967年のスウェーデン企業の

進出に始まる。その後，アメリカ系，日系企業が現地資本との合弁で完成車

現地組立（Complete Knock Down: CKD）プラントをもち，主に輸入された部

品を用いて多種多様な車種を組み立てていた（鳥居［1989: 125］）。モデル数

は100を超えており，当然のことながら，各企業は規模の経済を享受するこ

とはできなかった。このような CKDプラントの乱立はコスト面，技術面か

らも望ましいものではなかった。また，外資系企業による CKDでは主要な

部品は輸入され，国内産業への後方連関効果は限定的であった。
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　これに引き換え，プロトン社はマレーシア初の一貫生産を行うため，その

後方連関効果は大きなものとなることが期待された。これまで国内市場では

多数の企業が少ないシェアを競い合っていたが，プロトン社が一定水準の市

場シェアを握ることにより，ある程度の規模の経済も期待された。

　このような状況下において，プロトン社は1983年に資本金 1億5000万リン

ギ⑶で設立された。株主の構成は HICOMが70％，三菱自動車工業と三菱商

事がそれぞれ15％ずつを所有していた⑷。そして，プロトン社は1985年に三

菱のランサーをベースとしたプロトン・サガの商業生産を開始した。

　プロトン社の設立が意味するところは国民車の生産による国威の発揚や

IMPで指摘されていた国民車メーカーによる自動車産業の再編，集約化へ

の第 1段階，さらには重工業部門での輸入代替のシンボル的なものだけでは

なかった。プロトン社設立の目的は社内資料によれば以下の 3点であった。

　⑴自動車関連技術・技能の習得，向上を通じた，マレーシア自動車産業の

合理的発展および自動車関連産業の育成，発展，裾野拡大。

　⑵マレーシア市場のニーズを満たす独自モデルの購入しやすい価格での提

供。

　⑶自動車産業へのブミプトラの参加。

　これらのうち，政策的に注目すべき点は裾野産業の育成とブミプトラの参

加である。自動車の生産には 2～ 3万点ともいわれる広範な部品を必要とす

るため，CKDから一貫生産への移行と同産業の発展は幅広い工業基盤の形

成にも貢献するものと期待された。そして，裾野産業へのブミプトラ企業家

の参入と技術者の増大もあわせて企図されていた。プロトン社自身も国策企

業として，ブミプトラのエンジニアなどの人材育成を進めることとなった⑸。

　HICOMというブミプトラによる重工業化を担う公企業が大株主となり，

上記のような目的をもって設立されたプロトン社による国民車プロジェクト

に，マレーシア政府は多額の資金を投入することとなった⑹。プロトン社は

この点でも民間企業とは異なる性格をもつものであり，国策企業として出発

したことが後々まで国家によるさまざまな保護を継続する原因ともなった。
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　プロトン社は HICOMと三菱グループとの合弁ではあったが，新興企業で

あり，また公企業であるため，当初，同社の国民車プロジェクトのために，

さまざまな形での政府による保護が実施された。基本的には関税による保護

がメインである。他の自動車メーカーが輸入する CKDキットには40％の関

税がかけられたが，プロトン社の輸入にはこの関税が免除された。その他，

官公庁での優先的な購入，公務員への低利での自動車購入ローンの提供，同

社の生産するクラス（1500cc以下）の自動車税の軽減などの措置を講じた。

　確かに，小規模な CKDメーカーが乱立する当時の状況を見ると国民車プ

ロジェクトにも合理性があったといえるが，一方で，プロジェクト開始前か

ら，計画された生産台数（年産12万台）では充分な規模の経済が働かないこ

とや，既存の CKDメーカーへの影響が大きく，彼らの生産減によりエンジ

ニア等の失業問題が起こりうるとの指摘があったことも忘れてはならない

（Chee［1985: 390-397］）。

2．IMPとプロトン社の成長

　プロトン社が商業生産を開始した年の翌年の1986年に，その後の10年間の

工業化の指針を示した IMPが出された。そのなかで自動車産業は戦略的重

点産業のひとつと位置づけられていた（日本貿易振興会［1986: 36］）。

　IMPではプロトン社を中心とした自動車産業の再編と関連産業の発展，

技術力の向上が重要な戦略となっており，まずプロトン社への支援を行い同

社の基盤を固めるとしていた。また，裾野産業の育成については部品の国産

化政策とならび日本のようなセットメーカーと協力企業の関係を構築し，育

成することが考えられていた。さらに，IMPの後半期にはプロトン社とは

市場セグメントが異なる商用車，軽自動車への政府による参入も示唆されて

いた（MIDA/UNIDO［1985: 40-51，76-77］）。

　それらの指針にもとづき，政府は前述のような保護をプロトン社に与え

たが，販売開始時期が不況と重なったこともあり，生産開始から 4年間は赤
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字であった。このため，1988年に三菱自動車工業から日本人社長を迎え，特

に生産面での強化が図られた。その後，同社は黒字に転じ，これまでほぼ

一貫して黒字を計上している。また，同社は1993年に R&Dセンターを開設

した。ただし，実態はデザインのマイナーチェンジを行うにとどまっていた

（Leutert and Sudhoff［1999: 257］）。さらに，続く1994年には鋳造工場が完成す

るなど，徐々にその基盤を確立してゆく。一方，1985年の生産開始以降，プ

ロトン社の市場シェアは急速に高まり，翌1986年には47.1％，1987年には

65.8％，そして1988年には74.1％に達したのである。後述するプロドゥア社

が参入する1994年まで，販売台数はその後も増加したが，市場でのシェアは

1993年を除き，65％前後で推移した（図 1を参照のこと）。これは1980年代後

半以降の経済成長による所得の向上と消費者のニーズの多様化によると考え

られる。

図 1　マレーシアの自動車市場

（単位：1,000台）　

　（出所）　プロトン社，プロドゥア社，社内資料より筆者作成。
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3 ．ベンダー育成

　上述のようにプロトン社は裾野産業，より直接的にはブミプトラ・ベンダ

ーの育成を目的としていた。これを後押しするように，政府は部品の国産化

計画を打ち出した。もともと1985年から国産車向けの国産化奨励部品品目リ

ストにもとづき，マレーシアは部品の国産化を進めてきたが，1992年に新た

に現地調達プログラムが出され，1996年までに乗用車で60％，商用車で45％

の現地調達率の達成がかかげられた。

　そして，プロトン社は1988年からベンダーの本格的な育成を開始する⑺。

プロトン社自身が新しい企業であるため，同社がベンダーの育成を始めるま

でには一定の期間が必要であったといえる。ベンダーの育成はプロトン・コ

ンポーネント・スキームと呼ばれ，これはその後，他の企業，産業に拡大さ

れるベンダー育成プログラム（Vendor Development Programme，以下 VDPとす

る）の第 1号であった⑻。VDPでの育成の対象はブミプトラ中小企業に限ら

れ，これらの企業は当初政府からの補助金が得られた。マレーシア通産省

は1986年から1995年までにベンダー育成のために2200万リンギをプロトン社

に与えている（Abdulsomad［1999: 292］）。同社は1980年代末から1990年代初

めにかけてベンダーの巡回指導を行い，彼らの技術力の向上や生産性の向上

を図った。これ以外にも，技術面では主に三菱自動車工業の日本の協力企業

とマッチ・メイキングと呼ばれる技術提携を推進し，製造技術の移転を進め

た⑼。その他，シングル・ソーシングと呼ばれる，特定部品を 1社のみが納

入するシステムを導入し，ベンダーにとってもある程度の規模の経済が働く

ようにした。ベンダー数は1980年代末から1990年代初めにかけて急増し，そ

れにともない，部品の現地化も進んだ。また，円高の影響もあり，プロトン

社による部品の内製化も同時に進行した（表 1を参照のこと）。

　ブミプトラ・ベンダーはさまざまな支援プログラムを通じてプロトン社の

経営資源にアクセスすることが可能であり，この意味でプロトン社の経営資
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源の一部はクラブ財的な性格をもつ。また，多くのプロトン社のエンジニア

がベンダーに移っており，プロトン社は自動車産業における人材供給センタ

ーの役割を果たしているといえる。

　プロトン社の成長と同社のブミプトラ・ベンダーの育成が同時進行して

おり，政府により保護されているプロトン社によるブミプトラ・ベンダーか

らの優先的な調達や支援はプロトン社からブミプトラ・ベンダーへの保護の

連鎖が形成されていたことを意味する。視点を変えると，プロトン社への保

護により作り出されたレントはベンダーへも波及していたといえるのである

（Jomo et al.［2003: 141］）。

4．第二国民車メーカーの参入

　前述のように IMPではプロトン社に続き他のセグメントへの国民車の参

入が示唆されていた。これを受けて，1991年に政府は第二国民車プロジェク

トを打ち出し，プロトン社が生産する乗用車とはセグメントの異なる軽自

表 1　ベンダー数と部品の現地化

年 ベンダー数 ベンダーによる
現地化部品

プロトン社
内製部品

1985年 17 52 176
1986年 33 50 47
1987年 40 59 14
1988年 46 19 108
1989年 67 190 174
1990年 78 110 5
1991年 99 159 4
1992年 106 131（+269） -269
1993年 125 1,439 135
1994年 134 532 n.a.
1995年 138 66 n.a.

　（注）　ベンダー数は累積数。その他は各年の新規。1992年にはプロト
ン社の内製部品の生産が同社の関連会社に移された。

　（出所）　プロトン社内資料。
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動車を生産するプロドゥア（Perodua）社が1993年に設立された。このプロ

ジェクトにはダイハツが参加し，1994年からミラをベースとしたカンチルの

生産を開始している。1980年代後半からの高成長はあったが，もともと大き

くはない国内市場でセグメントが異なるとはいえ， 2つの国民車メーカーが

併存することとなった⑽。なお，1994年に HICOMはいすゞとの合弁でMTB

（Malaysian Truck and Bus）社を設立し，同社は1997年から商用車の生産を開

始している。

　マレーシアではそれまで軽自動車はほとんど販売されておらず，プロドゥ

ア社はこれまでにない，セグメントに進出するという不安はあったが，一方

で，プロトン社がすでに育成したベンダーを活用することができ，ベンダー

育成のコストを抑えることができた。実際に両社のベンダーはその 7割近く

が重なり合っており，これにより部品メーカーにとってはこれまで以上に規

模の経済を働かせることも可能となった。

　プロドゥア社が生産を開始した1994年，政府は完成車と CKDの輸入関税

を引き上げ，国民車への保護を強化した。プロドゥア社もプロトン社同様，

輸入関税の軽減等の措置を受けており，その結果マレーシアの自動車産業は

プロトン社 1社が突出するガリバー型の寡占から 2社による寡占へと変化し

始めた。プロドゥア社の参入により，プロトン社の市場シェアは低下したが，

2社をあわせたシェアは 7割近いものとなった（図 1を参照のこと）。

第 2節　IMP2（1996－2005）のもとでの自動車産業

1．IMP2における自動車政策

　1996年に政府は2005年までの10年間の製造業のあり方を記した IMP2を発

表した。IMP2では産業はその特性により，世界リンク（Internationally-linked），

資源ベース（Resource-based），政策主導（Policy-driven），の 3つのクラスタ
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ー⑾に分類された。世界リンクは多国籍企業主導で，世界経済と直結した電

機・電子産業などを含み，資源ベースは木材，ゴムなど国内資源を用いる産

業である。政策主導は戦略的に技術力を向上させるため，政府が政策的なイ

ニシアティブをとる産業であり，自動車産業はここに含まれる。依然として

自動車産業は政府にとって戦略的な産業であり，能力の向上が望まれる産業

と位置づけられている（MITI［1995: 31-32］）。

　IMP2では具体的にプロトン社の IMP期の活動を振り返り，部品産業の育

成と競争力強化，最新技術の導入，基幹部品の内製化などを評価している

（MITI［1995: 258］）。また，IMP2では短期，中長期の自動車産業の方向性が

示されている。これによれば，R&D能力の強化，人材育成の強化，さらに

は海外展開などが含まれている。1990年代半ば以降のプロトン社の展開はほ

ぼ IMP2に沿う形で進められているといえる。

　ちなみに IMP2では AFTAは一方でマレーシアの自動車産業に大きなビジ

ネス・チャンスをもたらすものであるが，他方では競争の激化をもたらすも

のであるとされている（MITI［1995: 261］）。

2．プロトン社の動向

　1990年代半ば以降，プロトン社の市場シェアは40％台後半まで落ちるが，

アジア経済危機後50％台前半にまで回復する。しかし，2002年，販売台数は

過去最高の21万5000台を記録するが，シェアは50％を割り，2003年には40％

を割るに至った。これはプロドゥア社のシェア拡大とも関連するが，一方で

国民車以外のメーカーがシェアを拡大したことが大きい（図 1参照のこと）。

前述のように所得の向上と消費者ニーズの多様化が起きていると考えられる。

しかし，同社は継続して経常黒字を記録しており，財務体質は強く，2002，

2003年には営業利益率は15％弱であった。利益が上がっていることが，同社

の評価を難しいものにしているが，この利益も保護により輸入車や国内の外

資系企業との競争から守られているためとの見解もある。（Jomo et al.［2003: 
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134］）。

　IMP2に示された方向性に沿ってそれまで，技術的には三菱自動車工業に

依存してきたプロトン社は技術面での自立を模索し始め，1990年代後半から

自主開発へと大きく舵を取り，R&Dにも多額の投資を行ってきた⑿。三菱

離れはロイヤルティ支払いの軽減からも望まれていた。開発力の向上には

1996年に株式の64％を取得し，子会社化していたイギリスのロータス社の存

在が大きい。その後，プロトン社は出資比率を2002年には100％にまで引き

上げ，ロータス社を完全子会社化した。2003年末に販売された新型車種のエ

ンジンはロータス社とプロトン社の共同開発であり，三菱自動車工業が開

発に関与しなかった。なお，この新型車種から新工場で生産されている。新

工場を含むプロトン・シティの建設はアジア経済危機の影響で凍結されてい

たが，2001年 9 月に再開され，新工場は2004年 3 月から稼働している。ちな

みに新工場は60％の自動化と20％のコスト削減を実現している。また，生産

能力は現在15万台であるが段階的に拡大する計画である（フォーイン［2004: 

246-249］）。

　プロトン社の三菱離れは株式の面でも進んでいる。設立当初からの株主で

あった三菱自動車工業も2004年 3 月に日本国内での営業不振などにより，資

金調達を目的にプロトン社の株式を売却した。続いて三菱商事も2005年 1 月

に株式を売却し，ここに約20年におよんだプロトン社と三菱グループとの資

本関係に終止符が打たれることとなった⒀。

　一方，プロトン社は組織の再編に着手し，2004年には持ち株会社のもとに

事業会社と間接持ち株会社を置く形となった。これにより，各事業会社が独

自の判断で，スピーディな経営にあたることが可能となった。

　三菱自動車工業の撤退以降，同社にかわるパートナーの選択が開始され，

最終的に2004年10月にドイツのフォルクスワーゲン社が業務提携先に決まっ

た。フォルクスワーゲン社によるプロトン社の株式取得はなく，フォルクス

ワーゲン社はプロトン社をマレーシア，さらには ASEAN市場に参入する際

のパートナーと位置づけているようである。しかし，プロトン社にとっては
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新たな技術獲得のルートを得たことになる。

　国内での保護が継続されるなか，プロトン社は以前からイギリスを中心と

した輸出だけでなく，海外展開も行っている。2002年からイランで CKD生

産を開始し，その他に，ベトナム，中国にも子会社を設立している。このう

ち中国については2005年末には生産を開始する予定である（フォーイン［2004: 

252］）。また，2004年 7 月にプロトン社は同社のベンダーであるトラコマ社

と組み，インドネシアに進出することを決定し，2005年 6 月に操業を開始し

た。トラコマ社はメタルプレスを手がける企業あるが，インドネシアへのプ

ロトン社との共同出資による進出はインドネシアでのビジネス拡大につなが

るとの思惑がある。同社はすでに部品会社も地場企業との合弁で設立してい

る⒁。

3．プロトン社とベンダーの関係

　IMPではプロトン社はベンダーの育成状況を政府に報告する義務があっ

たが，現行の IMP2ではその義務はなくなり，同社は以前のような手厚いベ

ンダー育成，支援から手を引き，徐々にベンダーの自助努力に任せるように

なってきた。ここにおいてプロトン社とベンダー，特にブミプトラ・ベンダ

ーとの関係はパトロン・クライアントのような関係からより独立したものへ

と変化していった。しかし，過去の経緯やプロトン社のエンジニアのベンダ

ーへの転職も多く，結びつきは依然として強い。一方で，プロトン社のベン

ダーを含めた中小企業育成は1996年に通商産業省の下に設けられた中小企業

開発公社のもとで各種のプログラムが実行されることとなった。

　次に具体的に1990年代後半からのプロトン社のベンダーへの対応の変化を

見る。まず，1996年から2000年までに30％のコスト削減を目指し，原価をチ

ェックする体制を強化し，ベンダーがコスト削減目標を達成できない場合は

他社へ発注するシステムも導入した⒂。また，1997年より，それまでのシン

グル・ソーシングから複数発注へと発注方式を変更している。さらに，それ
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まで，ほぼ並列であったベンダーを日本のように 1次， 2次のベンダーとい

う階層に分け， 1次ベンダーがモジュール化した部品を納入するシステムへ

と移行しつつある。

　これまでもプロトン社はベンダーを製品の欠陥率やジャスト・イン・タイ

ムへの対応の遅れなどをもとにランク付けしていたが，現在は製品開発力，

生産技術，納入管理の 3つの能力をもとに A，AB，B，Cの 4段階に分類し

ている（表 2参照のこと）。Aランクの企業はその大半が外資系企業であり，

唯一 1社のみがブミプトラ企業である。この表にもあるように現在プロトン

社のベンダーは200社を越えている。設立当初の数と比べてももちろんのこ

と，最近でも引き続きベンダー数が増加している。この分類で Aと ABに入

る，外資系企業と地場の大手で，プロトン社に単独の部品，もしくはある程

度の組立てをした部品を納入する企業が 1次ベンダーであり，現在 1次ベン

ダーは30社である。これらのベンダーにはデザイン・インなど開発段階から

協力できる技術力が要求されている。

　なお，プロトン社は基本的にはベンダーの自助努力に依拠するとしながら

も，依然として，直接，間接的に以下のような支援を進めている。

　⑴供給者能力向上プログラム（Proton Supplier Improvement Program）。

　⑵プロドゥア社との共同能力向上協議（Joint Improvement Committee）。

　⑶ JETRO専門家派遣プログラム（JETRO Expert Service Abroad: JEXSA）。

　⑷生産支援（Production Support）⒃。

表 2　プロトン社ベンダーの現状

A 19社 ブミプトラ・べンダー 108社
AB 18社 非ブミプトラ・ベンダー 56社
B 127社 外資系企業 78社
C 37社 未確定 45社
未確定 86社 合計 287社
合計 287社
　（出所）　プロトン社内資料。
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4 ．他の国民車メーカーとベンダーの動向

　プロドゥア社に続き，1990年代にマレーシア政府はトラック，商用車で

も国民車プロジェクトを立ち上げた。前述の1994年に設立されたMTB社

は1997年から生産を開始している。同じく1997年には地場のブルジャヤ

（Berjaya）グループがフランスのルノー，韓国の現代と組んで商用車を生産

する Inokom（Industri Otomotif Komersial）社を設立し，生産を開始した。両

社の生産規模はプロトン社，プロドゥア社に比べれば小さいものであるが⒄，

セグメント，クラスを異にする国民車をもつ状況ができあがった。1997年の

新たな国民車の生産開始と時を同じくして，政府は再度自動車の関税を引き

上げており，国境措置による国民車への保護が継続された。また，2003年に

あらたに Naza社が国民車メーカーに指定され，韓国の起亜と提携し，MPV

（多目的車）の生産を開始している。すでに国民車メーカーは 5社を数える

に至っており，国民車メーカー以外のトヨタ，ホンダなどの自動車メーカー

を加えると総数は14社になる。ちなみに国民車メーカーは関税，物品税面で

の優遇措置を受けている。

　第二国民車を生産するプロドゥア社は2001年12月に持ち株会社制に再編さ

れ，生産子会社については株式の過半を日本側（ダイハツと三井物産）がも

っており，ダイハツが主体となった生産性の向上が図られている。また，ダ

イハツはトヨタ系であるため，その位置づけはより大きな構図のなかではト

ヨタグループのアジア戦略に従うこととなろう。輸出による販路拡大には現

時点では ASEAN諸国での軽自動車への需要は大きくないため，今後さらな

るマーケティングの努力が必要であろう。プロドゥア社もプロトン社同様，

ベンダー育成に力を注ぐ一方で，競争力強化のため全社をあげてコストの 3

割カットを目指している⒅。

　一方，ベンダーにおいてもこの間いくつかの変化が観察される。プロトン

社によるベンダーの選別や，部品の貿易自由化の進展を受け，ベンダーの階
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層化が進みつつある。特に，規模の大きなプロトン社の 1次ベンダーと中小

のブミプトラ・ベンダーの間での二極化が進みつつある。技術力をもち，デ

ザイン・インに対応できるか否かがベンダーに問われている。後述のように

部品の域内貿易自由化は完成車よりも進んでおり，さらに自動車組立とは異

なり，特定の製品に特化できるため，企業間の優劣がより明確に現れている。

また，貿易自由化を利用し，輸出を拡大する企業や海外進出を行う地場部品

メーカーも現れ始めた。プロトン社の 1次ベンダー30社に含まれる地場部品

メーカーのうち10社ほどはすでに海外進出を果たしており，そのビジネスの

範囲を国外にまで拡大している。先ほどのトラコマ社をはじめ，イングレス

社などはプロトン社とのビジネスを目的として設立されたブミプトラ企業で

あるが，今やインドネシアやタイに進出し，多国籍化を果たしている。特に

イングレス社は多国籍化の代表例としてマスコミにもよく取り上げられてい

る。これら 2社以外にも非ブミプトラ企業でプロトン社設立以前から操業を

続けている企業なども海外に進出をしており，地場最大の自動車部品メーカ

ーである APM社のように中国に進出したケースもある。一方，中小のブミ

プトラ・ベンダーは 2次ベンダーとなるものがほとんどであり，国民車メー

カーとの取引（直接，間接の）に依存したままである。政府は中小ベンダー

が合併などにより規模を拡大し，競争力を強化することを望んでいるが，実

際にはなかなか合併は進んでいない。

第 3節　AFTAと FTA

1 ．ASEAN域内の変化

　1980年代が一国主義の時代であるとすれば，1990年代は ASEANという地

域主義が台頭した時代である。すでに1988年から ASEAN域内では日系自動

車メーカー主導による BBC（Brand to Brand Complementation）スキームが開
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始されていた。これは ASEAN各国にある同一企業グループ内での部品の相

互取引に対して関税を減額するとともに，国内部品と同等の扱いを与えるこ

とにより，各国での国産化比率の向上を目指すものであった。各企業は部品

の棲分けによる規模の経済を追求し，企業内貿易で ASEAN域内での相互貿

易を行った。各企業はもともと各国で国内市場向けに自動車の組立てを行っ

ていたが，これにプラスして，円高の影響もあり，部品については域内での

輸出指向性を強めたのであった。自動車メーカーから始まったこの流れはそ

の後，1996年には AICO（ASEAN Industrial Cooperation）スキームへと発展し，

自動車部品メーカーや他産業でも用いられるようなった。

　1990年代はまた，日本の自動車メーカーがアジア，特に ASEANでの戦略

を変更し始めた時期でもあった。多くの日本の自動車メーカー，さらにはア

メリカの自動車メーカーもタイを輸出基地とする戦略を立て始めた。1990年

代に日本のメーカーでは輸入代替を目的にすでにタイに進出していたトヨタ，

ホンダ，いすゞ，マツダが新たに輸出生産を目的としてタイに新規子会社を

設立したり既存の子会社の拡充を図ったりした。これにより，外資系自動車

メーカーの自由な活動を許すタイの自動車産業への外資の集中が進み，日本

の部品メーカーもタイへの進出を加速させた。外資系自動車メーカーは後述

する AFTAのもとで ASEAN市場を視野に入れていただけでなく，ピックア

ップトラックの北米への輸出など，より広範な市場を視野に入れていたので

ある。これに対して国民車のために国内市場保護を継続し，輸入代替産業に

おける外資系企業への出資比率規制が強いマレーシアは彼らにとっては必ず

しも魅力のある進出先ではなかった。タイとは対照的に1990年代マレーシア

に進出した外資系自動車メーカー 4社はともに国民車プロジェクトへの参加

を目的としていた。

　また，地域主義は AFTAという形で各国にインパクトを与えた。ASEAN

諸国は1992年 1 月の第 4回 ASEAN首脳会議で AFTAに合意し，翌1993年か

ら共通有効特恵関税（CEPT）スキームが開始された。このスキームのもと，

マレーシアなどの原加盟国は2002年までに，新加盟国も2007年までに関税を
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5 ％以下にすることが決まった。マレーシアの自動車関連品目は当初，一時

的除外品目に指定されていたが，この一時的除外品目はいずれは適用品目リ

ストにあげることとされ，2000年に適用品目リストへの移行を2005年 1 月 1

日とすることが決まった。

2．AFTAへの対応

　前述のように CEPTスキームのもと，すでにマレーシア以外の ASEAN原

加盟国では2002年から自動車の関税が引き下げられている。マレーシアでは

2004年 1 月 1 日に関税の引下げが行われたが，輸入車に対してはほぼ同額の

物品税を課すことにより，国内の販売価格は据え置かれた状態であった⒆。

プロトン社やプロドゥア社の生産する車種と競合する1800cc未満の乗用車

について見ると，完成車の輸入関税は一律140％から ASEAN域内からの輸

入車には70％，それ以外の地域からの輸入車には80％となった。しかし，こ

れと同時に新たに双方とも60％の物品税が課されることとなった。CKDに

ついては ASEAN域内からの輸入にたいしては関税が42％から25％にそれ以

外の地域からの輸入については42％から35％に引き下げられた。CKDにつ

いては以前から55％の物品税が課されていたが，それらもともに60％に引き

上げられた。ちなみに国民車メーカーにたいしては物品税の半額が免除さ

れる軽減措置がある⒇。他の ASEAN諸国に遅れること 3年，ようやく2005

年 1 月 1 日より，マレーシアは CEPTスキームのもと輸入車の関税を20％

に引き下げた。しかし，今回も2004年の時と同様に，物品税が引き上げられ

た。ちなみに1800cc未満の乗用車の物品税は60％から90％に引き上げられ

た。なお，在庫調整もあり，2005年 6 月までは2004年，2005年の関税と物品

税の組合せのいずれかを選択できる。また，CKDについては ASEAN域内

からの輸入に対しては関税を撤廃し，それ以外の地域からの輸入に対しては

10％とした。

　2005年10月19日に国家自動車政策（National Automotive Policy）の概要が
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出され，これにともない政府は再度輸入関税と物品税の改正を行った。こ

れにより，CEPTスキームのもと輸入車の関税は一律15％に引き下げられ，

ASEAN域外からの輸入車の関税は50％から30％に引き下げられた。なお，

CKDについて今回は改正の対象となっていない。物品税については1800cc

未満の乗用車の場合，90％から80％に引き下げられた。

　今後，CEPTスキームのもとで 3年後の2008年には完成車の関税を 0～ 5

％にまで引き下げることとなる。これまでのところ国民車の生みの親である

マハティール前首相の後を引き継いだアブドラ首相も当面，国民車の保護は

継続するという姿勢を示したといえよう。1993年の CEPTスキームの開始

以来，マレーシア政府は国民車メーカーに向け，貿易自由化のもとでも生き

残れる体力をつけるよう求めてきた。10年以上にわたる準備期間は十分な長

さであるとの認識があったが21，現実には政府は自由化へと一気に踏み込む

ことはなかった。

　一方で，CEPTスキームのもと，自動車部品については完成車に先立ち関

税の引下げが始まっている（表 3を参照のこと）。AICOスキームからの乗り

換えも多いが，CEPTスキームを利用した部品の輸入も進んでいる。これと

表 3　部品の関税率

（％）　
製品 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年

コイル・バネ 5 5 5 5 5 5 5
コンデンサー 8 7 6 5 5 5 5
スターター 5 5 5 5 5 5 5
バンパー 9 8 6 5 5 5 5
シートベルト 22 20 17 14 11 8 5
ギア・ボックス 9 8 6 5 5 5 5
車軸 9 8 6 5 5 5 5
ショック・アブソーバー 9 8 6 5 5 5 5
クラッチ 22 20 17 14 11 8 5
ラジエーター 22 20 17 14 11 8 5
ブレーキ 7 5 5 5 5 5 5
シート 7 5 5 5 5 5 5
　（出所）　Koo［2001: Appendix4］より作成。
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歩調を合わせるように，2002年には実質的に部品の現地調達規制が撤廃され

た。このようにマレーシアでも部品については完成車に先立ち自由化が進め

られている。

3．日本との FTA

　2005年 5 月25日，日本とマレーシアは FTAを柱とする経済連携協定の合

意をみた。交渉の過程で工業製品については鉄鋼とならんで自動車の取扱い

が注目されていた。今回の FTAはマレーシアにとっては最初のものであり，

その対応が，今後の他国との FTA締結に影響するものであった。日本にと

っても，ASEAN内ではシンガポールに次ぐ， 2番目の FTAであったが，競

合する分野が少ないシンガポールとの締結とは異なり，タイ，フィリピンな

どとも交渉を進めていたため，自動車などは容易に譲歩できない分野であっ

た。このような背景があり，自動車産業の保護を継続したいマレーシア側と

自動車関連の貿易自由化を望む日本側との間で交渉は難航していた。結果的

には，自動車については日本側の主張がより多く取り入れられる形となった。

・排気量2000cc超3000cc以下の乗用車の関税を2010年までに段階的に撤廃

する。

・排気量3000cc超の乗用車の関税を2008年に 0 - 5 ％とし，2010年までに撤

廃する。

・排気量2000cc以下の乗用車の関税を2015年までに段階的に撤廃する。

・現地組立車用部品（主にエンジン）の関税を即時撤廃する。

・他の部品の関税を2008年に 0 - 5 ％とし，2010年までに撤廃する。

・マレーシアの自動車および部品産業の競争力向上の面で日本が協力する22。

　これを受けて，マレーシアの自動車産業はさらなる自由化への一歩を踏み

出したといえる。特に2015年の完成車の関税の撤廃に向け，日本の協力を得

ながら競争力の向上に努めることとなる。
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第 4 節　自動車産業の競争力分析

　本節では，これまでの議論を受け，マレーシアの自動車産業の競争力につ

いて検討を加える。前述のように完成車に禁止的関税を課していること自体

価格競争力がないことを示唆しているが，生産コスト等資料の制約があり，

正確な競争力の計測は困難をともなう。ちなみに，タイとマレーシアで同一

車種を生産している日系メーカー車を比較するとプロトン社製と競合するク

ラスでは，最大40数％の価格差があり，マレーシアで生産された車は割高で

あった23。また，部品に関してはタイと比較するとマレーシアの製品はおよ

そ20％割高との報告もある（UMW Toyota［2005: 21］）。

　以下では，輸出入統計をもとにした最も簡便な競争力の計測方法である

貿易特化係数により，競争力の一側面を見る。周知のように貿易特化係数は

（輸出－輸入）／（輸出＋輸入）で表される。従ってその数値は－ 1から＋ 1の

間にあり，＋ 1に近い程競争力があると判断される。なお，物品コードにつ

いては表 4を参照のこと。

　図 2は完成車，エンジン関連， 4桁分類での自動車部品， 6桁分類での自

動車部品の貿易特化係数を1989年から2003年までの15年間について計測した

ものである。完成車はガソリン・エンジン車をクラス別に，さらにディーゼ

ル・エンジン車と商用車についても貿易特化係数を計算している。図 2 - 1

からも明らかなように，すべての車種，年で数値はゼロに達しておらず，輸

入が輸出を上回っており，競争力は全般的に低いと判断される。また，1998

年についてはアジア経済危機の影響もあり，輸入が減少したため，貿易特化

係数はもっともゼロに近づいている。これは他の製品についてもあてはまる。

また，1990年代は1000から1500ccクラスの自動車が比較的高めの数値を示

していた。これはプロトン社による同クラスの乗用車の欧州，特にイギリス

向けの輸出によるものと考えられる。

　エンジン部品についてはプロトン社も内製化に努めている。図 2 - 2 にあ



第12章　マレーシアの自動車産業　315

るようにガソリン・エンジンについてはマイナス 1に近く，ほとんど輸出は

行われていない。しかし，ディーゼル・エンジンとガソリン・エンジン部品

については貿易特化係数がゼロに近づきつつあり，競争力が付きつつあるこ

とを示している。ガソリン・エンジン部品の輸出の増加は日系電装メーカー

が ASEAN域内の供給基地になっていることによると見られる。

　自動車関連部品の 4桁分類を示した図 2 - 3 は車体が年により大きく変動

するものの，1998，99年にはかなり高い数値を示している。これは前述のよ

うに主に輸入の減少による。部品類は長期的な趨勢として貿易特化係数の改

善が見られる。特にアジア経済危機以降も数値の減少が見られない点がシャ

ーシー，車体と異なる。

　図 2 - 4 から図 2 - 6 は 6 桁分類での自動車部品の貿易特化係数を示してい

る。比較的高い数値をもつ部品を図 2 - 4 に示したが，このうち特に注目す

べきはステアリング関連である。これも日系メーカーが BBC，AICOスキー

ムを活用するため，ASEAN各国での基幹部品の棲分配置を行った際，マレ

ーシアにステアリング関連の部品生産を配置したことが影響している。その

表 4　物品コード

HS87 自動車 HS870810 バンパー及びその部品
HS8703 乗用車 HS870821 シートベルト
HS870321 1000cc未満 HS870829 車体の部分品
HS870322 1000-1500cc HS870831 ブレーキライニング
HS870323 1500-3000cc HS870839 ブレーキ及びサーボブレーキ並びにこれらの部分品
HS870324 3000cc超 HS870840 ギヤボックス
HS870332 ディーゼル車（1500-2500cc） HS870850 駆動軸
HS8704 商用車 HS870860 非駆動軸及びその部分品
HS840734 ガソリン・エンジン HS870870 車輪並びにその部分品及び付属品
HS840820 ディーゼル・エンジン HS870880 懸架装置用ショック・アブソーバー
HS840991 ガソリン・エンジン部品 HS870891 ラジエーター
HS840999 ディーゼル・エンジン部品 HS870892 消音装置及び排気管
HS8706 シャーシー HS870893 クラッチ及びその部分品
HS8707 車体 HS870894 ハンドル，ステアリングコラム及びステアリングボックス
HS8708 部品類 HS870899 その他の車両用の部品
　（出所）　国連貿易統計より筆者作成。
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図 2 - 1 　貿易特化係数（完成車）
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　（出所）　国連貿易統計から筆者作成。以下，図 2 - 6 まで同じ。

図 2 - 2 　貿易特化係数（エンジン）

HS840734
HS840820
HS840991
HS840999

-1
-0.8
-0.6
-0.4
-0.2
0

0.2
0.4
0.6
0.8
1

1989年 1991年 1993年 1995年 1997年 1999年 2001年 2003年

図 2 - 3 　貿易特化係数（部品 4桁分類）
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図 2 - 4 　貿易特化係数（部品 6桁分類 1）

図 2 - 5 　貿易特化係数（部品 6桁分類 2）

図 2 - 6 　貿易特化係数（部品 6桁分類 3）
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他にも車輪関連，バンパーなどが競争力のある製品といえよう。

　図 2 - 5 は先の貿易特化係数がプラスになっている部品ほどではないが，

1989年以降数値の全般的な改善が見られたか，もしくは図 2 - 6 に分類され

た部品よりも貿易特化係数の数値がより高い部品の集団である。消音装置関

連，車体部品などは年によってはゼロを越えることもある。

　最後に図 2 - 6 であるが，この図に含まれる部品は全般的に数値が低く

（1990年代半ばまでのシートベルトを除く），さらに傾向的な改善が見られない

部品であり，これらについてはマレーシアの競争力はかなり弱いと判断でき

る。シートベルトはかつて貿易特化係数がプラスとなったこともあるが，近

年，その数値が低い状態が続いている。ただし，駆動軸については日系メー

カーの生産，輸出が増加しつつあり，今後数値が改善される可能性がある。

　以上の分析からも明らかなように，貿易特化係数を見る限り，一部の部品

については競争力をもつようになってきたが，完成車をはじめ，多くの部品

で競争力は依然として弱いといえる。

第 5節　まとめと展望

　マレーシアの自動車産業の中心となるプロトン社，プロドゥア社などの国

民車メーカー，特に前者は同国の工業基盤の強化，ブミプトラの製造業への

進出促進，ブミプトラ技術者の育成などを目的として設立された経緯がある。

これらの設立の目的や，IMP2でも示されたように政策主導型の産業である

ため，これまで，関税などの国境措置を用いて国民車メーカーの保護が続け

られてきた。AFTAの CEPTスキームのもとでの関税の引下げに合意した時

点から将来的な保護の撤廃もしくは緩和はその前提としてあったはずである。

それにもかかわらず，2004年，2005年と続けて関税の引下げを実質的に相殺

する物品税を賦課するという形での保護が継続された。これまでの措置は暗

にプロトン社をはじめとした国民車メーカーの貿易自由化への対応が遅れて
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いることを示している。国民車メーカーは国際的には未だ小規模で国内市場

に特化した自動車メーカーの域を出ておらず，現時点では国際競争力を有す

るとは言い難い。

　自動車産業の育成には高度で幅広い能力の構築が必要であり，ある程度時

間がかかることは理解できる。波及効果の大きな自動車産業の育成を成功裏

に進めることができれば，技術力の向上や工業基盤の強化に資することも事

実である。しかし，政府はモニタリングなどにより国民車メーカーや部品メ

ーカーの競争力評価などを行ってこなかった。また，輸入代替産業が輸出指

向へと移行することはどのような産業においても決して容易ではない。特に

規模の経済性が強く，また，ブランドが重要な意味をもつ自動車産業におい

ては，その困難さは他産業よりも大きいといえる。これについても問題が先

送りされてきた感がある。

　一方で，国民車メーカー，特にプロトン社に課せられた責務は確かに大き

いものがあったが，そのようななかモータリゼーションの進展と自動車関連

の人材育成に果たした貢献は否定できない。特に後者はプロトン社から多く

の人材が他の国民車メーカーやベンダーに移った事実を見ても明らかである。

とりわけブミプトラの技術者層の拡大には大きく寄与している。また，設立

初期のベンダー育成もブミプトラ企業の参入を助け，裾野産業の拡大に貢献

した。ブミプトラ・ベンダーのなかには急速に拡大し，海外進出を果たした

企業もある。

　既に述べたように，特に1996年以降，プロトン社は開発力の強化や海外進

出によるマーケットの確保など競争力強化に向けてさまざまな手を打ってき

ている。しかし，これまで一度も外国企業との自由な競争にさらされたこと

のないプロトン社の実力がどの程度であるかは不明であり，国境措置をはず

され，互角な土俵で戦う場合，マーケットシェアの低下など，さまざまな困

難に直面することが予想される。

　輸出による急速な市場の拡大が望めない現状では24，研究開発の強化や，

新工場での生産性の向上により競争力を高めることがプロトン社に求められ
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よう。これと平行して海外でのブランドの確立も急務である。ただし，同社

に残された時間は少なく，これらの方策を用いても ASEAN域内での日本メ

ーカーとの競争に打ち勝てるかは不透明である。特に自動車の生産コストの

75～80％を占める部品等のコストがタイに比べ 2割ほど高いといわれる現状

ではプロトン社のみの努力では解決しえない問題も残る。ブミプトラ・ベン

ダーの選別をどの程度まで厳格に行えるかという，国民車メーカー固有の困

難な問題も残る可能性がある。

　自動車産業は世界的な寡占化とメーカー間の戦略的提携が進み，先進国の

企業でも単独での生き残りにかける企業は少ない。これは国民車メーカーに

とっても例外でない。この点でも，今後のプロトン社の動向，とくにフォル

クスワーゲン社との関係が注目される。欧州系企業は ASEAN域内での地歩

を築く段階にあり，両社が協力できる範囲は広いと思われる。プロドゥア社

についてはダイハツ，ひいてはトヨタグループとの関係を強めることにより，

生き残りを図ることとなろう。

　自動車部品メーカーはプロトン社設立以前からある地場企業のうち，大

手は海外進出や輸出に力を入れ始めており，国民車離れが進む可能性が高

い。ブミプトラ・ベンダーのなかでも比較的規模が大きい企業は輸出や海外

進出を始めている。部品メーカーの場合，特化により自動車メーカーよりも

AFTAや FTAの枠組みを活用して競争力を向上させる可能性は高い。外資

系自動車メーカーのベンダーとなった企業はかれらを窓口として海外市場に

目を向ける可能性が増える。しかし，問題は国民車に大きく依存する，中小

のブミプトラ・ベンダーである。M&Aによる再編が進むとの観測もあるが，

現時点では大きな動きはない。

　2005年10月に遅れていた国家自動車政策の概要がようやく公表された。そ

のなかで以下の 5つの目的が示されている。

・競争力と収益力の向上。

・域内の生産，流通のハブになる。

・付加価値と地場企業の能力の拡大。
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・輸出指向性を高める（部品を含む）。

・ブミプトラの競争力向上と参加の拡大。

　そして，これらを達成するための資金面での補助や税制上の優遇措置を拡

充するとしている。概要のなかにも明記されているが，国民車メーカー，特

にプロトン社とプロドゥア社への支援が競争力向上支援の中心となっている。

また，ブミプトラの参加拡大に言及するなど，依然として政府がその育成に

力を入れることを示した内容となっている。

〔注〕
⑴　ブミプトラとはマレー語を話し，イスラム教徒でマレーの風俗習慣に従っ
て生活する者で，主にマレー人を指す。マレーシアではブミプトラがさまざ
まな優遇を受ける。
⑵　ルック・イースト政策とは日本，韓国の労働倫理に学ぼうとする政策。
⑶　リンギ（Ringgit）はマレーシアの通貨単位。
⑷　HICOMの合弁相手として三菱グループが選ばれた経緯については Jomo

［1994］を参照のこと。
⑸　プロトン社は未経験者を新規に採用した。また，その大半がブミプトラで
あった。
⑹　第 4次マレーシア計画（1981-1985年）では HICOMに 1億2500万リンギが
投入された。
⑺　プロトン社によるベンダー育成については穴沢［1998］を参照のこと。
⑻　VDPの詳細については穴沢［1995］，川辺［1995］を参照のこと。
⑼　マッチ・メイキングにより技術支援を受けたベンダーは40社であり，うち
35社は日本企業との提携であった（プロトン社内資料）。
⑽　プロトンも軽自動車の生産を申し出ていたが，参入できなかった。1996年
12月17日のプロトン社でのインタビューによる。
⑾　クラスターとは従来の単純な産業分類と異なり，関連した産業，セグメン
トの固まりを意味する。
⑿　研究開発に2000年から2003年までの 4年間で11億ドルを投資，さらに2003
年10月からの 5年間で13億ドルを投資する計画である（フォーイン［2004: 
249］）。
⒀　三菱自動車工業とプロトン社との間では依然として技術や生産設備，部品
面での関係は継続している。プロトン社の主要株主構成は以下の通りである。
政府系投資会社（カザナ・ナショナル）42.7％，従業員積立基金（EPF）12.6
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％，国営石油公社（ペトロナス）9.6％。
⒁　2004年 9 月14日のトラコマ社でのインタビューによる。
⒂　2004年 9 月 9 日のプロトン社でのインタビューによる。
⒃　2004年 9 月 9 日のプロトン社でのインタビューによる。
⒄　2003年のMTBと Inokomの生産台数はそれぞれ約 1万台と 1万3000台であ
る。
⒅　2004年 9 月14日のプロドゥア社でのインタビューによる。
⒆　物品税の導入は税収の確保という側面もある（大学，研究機関での学識経
験者とのインタビュー，2004年 9 月 8 日，13日）。また，新聞報道によれば自
動車関連の税収はマレーシアの税収の 6～ 8％を占める（2005年 4 月16日付け
The Star紙）。
⒇　国民車メーカーも ASEAN以外からの輸入に対しては13％の関税を支払って
いる。
21　マレーシア通商産業省ラフィダ大臣によるプロドゥア社生産50万台記念式
典でのスピーチ（2003年 4 月11日）。
22　『日本経済新聞』2005年 5 月26日。
23　フォーイン［2004］および James ［2004］の販売価格をもとに筆者が計算。
24　プロトン社は将来的に30％の輸出比率を達成することは可能であろうとし
ている。2004年 9 月 9 日のプロトン社でのインタビューによる。
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